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平成 26 年３月期第２四半期累計期間連結業績予想値と実績値との差異、 

通期連結業績予想の修正並びに配当予想の修正に関するお知らせ 

 

平成 25 年５月 14 日に公表しました平成 26 年３月期（平成 25年４月１日～平成 26 年３月 31 日）の

第２四半期累計期間連結業績予想値と本日公表の実績値に差異が生じましたのでお知らせいたします。

また、最近の業績動向を踏まえ、通期連結業績予想並びに配当予想を下記のとおり修正いたしましたの

でお知らせいたします。 

 
記 

 

１．平成 26 年３月期第２四半期累計期間連結業績予想値と実績値との差異（平成 25 年４月１日～平成 25
年９月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 

四半期純利益

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

18,000 
百万円 

500 
百万円 

600 
百万円 

4,000 
円 銭 

61.32 

実 績 値 （ Ｂ ） 19,359 1,007 1,096 4,628 70.94 

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） 1,359 507 496 628 ― 

増 減 率 （ ％ ） 7.6 101.4 82.7 15.7 ― 

（ご参考）前期第２四半期実績

（平成25年３月期第２四半期）
15,686 47 153 △136 △2.07 

 

２．平成 26 年３月期通期連結業績予想値の修正（平成 25 年４月１日～平成 26 年３月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

45,500 
百万円 

2,900 
百万円 

3,100 
百万円 

5,500 
円 銭 

84.32 

今回修正予想（Ｂ） 47,000 3,700 3,900 6,200 95.02 

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） 1,500 800 800 700 ― 

増 減 率 （ ％ ） 3.3 27.6 25.8 12.7 ― 

（ ご 参 考 ） 前 期 実 績 

（ 平 成 25 年 ３ 月 期 ） 
40,869 1,409 1,572 1,496 22.75 

 



３．差異及び修正の理由 

当第２四半期累計期間の業績につきましては、電気通信関連事業において、移動通信事業者による

LTE サービスの拡充に伴い、複数の周波数に対応可能な多周波共用アンテナの需要が想定を上回るな

ど、売上高につきましては前回予想に比べ増収となりました。利益面につきましては、営業利益及び

経常利益は、増収要因に加え原価低減活動ならびに販売費及び一般管理費における経費削減により、

また、四半期純利益は、回収可能性の見直しにより繰延税金資産の計上が生じるなど、それぞれ前回

予想に比べ増益となりました。 

通期の業績につきましては、第２四半期累計期間までの実績及び今後の動向を勘案し、上記のとお

り連結業績予想を修正いたします。 

 

４．配当予想の修正 

 年 間 配 当 金 

基準日 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

前回予想 
(平成 25 年５月 14 日発表) 

円 銭 

― 
円 銭 

― 
円 銭 

― 
円 銭 

10.00 
円 銭 

10.00 

今回修正予想   ― 14.00 14.00 

当期実績 ― 0.00    

前期実績 
（平成 25 年３月期） 

― 0.00 ― 9.00 9.00 

 

５．配当予想の修正の理由 

当社の株主還元政策は、経営環境を勘案しながら株主の皆様に還元申し上げることとしており、当

期につきましては、連結当期純利益の 40%を目途に配当させていただく方針であります。なお、業績

見通しにおいて、厚生年金基金制度における代行部分（過去分）に係る返上益を特別利益に計上する

予定となっておりますが、これは一過性の事象に起因するものであり、現金収入を伴わない会計上の

利益であることから配当原資には含めない方針であります。 

以上を踏まえ、今回の連結業績予想の修正により１株当たり期末配当金を前回発表予想の 10 円か

ら 14 円に増配し年間配当金の予想を 14 円に修正いたします。 

 

 

（注）上記の業績予想及び配当予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出した

ものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

以  上  


